
平成 28 年度医療介護総合確保促進法に 

基づく県計画 

平成 28 年９月 

鹿児島県 



22 

３．計画に基づき実施する事業 
 事業区分１：地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は 

       設備の整備に関する事業 

 事業区分２：居宅等における医療の提供に関する事業 

 事業区分４：医療従事者の確保に関する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関す

る事業 

事業名 【No.1（医療分）】 

 医療・介護ネットワーク整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

30,078 千円

事業の対象とな

る医療介護総合

確保区域 

鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊毛，奄美 

事業の実施主体 郡市医師会 

事業の期間 平成 28 年８月 10 日～平成 29 年３月 31 日 

背 景 に あ る 医

療・介護ニーズ 

医療機関及び介護事業所等の連携により，利用者の状態に応じた医

療・介護サービスを提供する。  

アウトカム指標：県内における地域医療介護情報連携ネットワーク基盤

の整備（９地域） 

事業の内容 医療機関や介護事業所の連携による患者・利用者の状態にあった質の

高い医療・介護サービスを提供するため，ＩＣＴ技術を活用した地域医

療介護情報連携ネットワーク基盤の整備を行う郡市医師会に対し，整備

に要する経費を助成する。 

アウトプット指

標 

 モデル地域（９地域のうちから６地域を選定）における地域医療介護

情報連携ネットワーク基盤の整備 

アウトカムとア

ウトプットの関

連 

 モデル地域においてネットワーク基盤を整備することで，モデル地域

以外の地域におけるネットワーク基盤の普及を促進することができる。 

事業に要する費

用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

30,078

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

20,052

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

10,026

民 (千円)

20,052
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計（Ａ＋Ｂ） (千円)

30,078

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基 

    金充当額（国費）における公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事

    業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、

    当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載

すること。
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する

事業 

事業名 【No.２（医療分）】 

がん診療施設施設整備事業 

【総事業費】

227,631 千円

事業の対象とな

る医療介護総合

確保区域 

鹿児島 

事業の実施主体 鹿児島厚生連病院 

事業の期間 平成 28 年８月 10 日～平成 29 年３月 31 日 

背 景 に あ る 医

療・介護ニーズ 

 がん患者とその家族の多くは，身体的苦痛，精神心理的苦痛，社会的苦

痛等を抱えており，診断，治療，在宅医療等の様々な場面で切れ目なく全

人的な緩和ケアが実施されるよう，緩和ケア提供体制のさらなる充実を図

る必要がある。 

アウトカム指標：県内のがん診療連携拠点病院等及び県がん診療指定病院

の緩和ケア外来患者のべ数 

H26 年→4,059 人(H27 年度現況報告) 

        H29 年→4,250 人 

事業の内容 がん医療の提供体制の充実を図り，もって県民の健康増進に寄与するた

め，がん診療連携拠点病院等や県がん診療指定病院が行うがん診療施設整

備に要する経費の一部を助成する。 

アウトプット指

標 

 緩和ケア病床及び化学療法室の新設：鹿児島厚生連病院（H28，H29 年

度）

アウトカムとア

ウトプットの関

連 

がん診療施設の施設整備（緩和ケア病床等の設置）を行うことで，質の高

いがんの緩和ケア提供体制が確保され，緩和ケア外来患者数の増加につな

がる。 

事業に要する費

用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

227,631

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

50,584

基金 国（Ａ） (千円)

50,584

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

25,293

民 (千円)

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

75,877

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

151,754

備考（注３） 
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する

事業 

事業名 【No.３（医療分）】 

がん診療施設設備整備事業 

【総事業費】

104,760 千円

事業の対象とな

る医療介護総合

確保区域 

鹿児島，川薩，姶良・伊佐，熊毛 

事業の実施主体 公益社団法人鹿児島共済会南風病院 ，川内市医師会立市民病院， 

独立行政法人国立病院機構南九州病院， 

社会医療法人義順顕彰会種子島医療センター 

事業の期間 平成 28 年８月 10 日～平成 29 年３月 31 日 

背 景 に あ る 医

療・介護ニーズ 

がん医療の均てん化を図り，がん患者が住み慣れた地域において治療方

法を選択でき，適切な治療を受けられるよう，良質かつ適切ながん医療の

提供体制を確保する必要がある。 

アウトカム指標：県のがんによる年齢調整死亡率 

H26 男性:100.1 女性：59.8→H29 男性:98.9 女性：49.8 

事業の内容 良質かつ適切な医療等を効率的に提供する体制の確保を図るため，がん

診療連携拠点病院等，県がん診療指定病院の医療機関に，がんの診断，治

療に必要な設備の整備に要する経費を助成する。 

アウトプット指

標 

がん診療に係る設備整備（４医療機関） 

アウトカムとア

ウトプットの関

連 

がん診療施設の設備整備を行うことで，がん医療の充実が図られ，良質

かつ適切ながん医療の提供体制の確保につながり，がんによる死亡者数を

減少させる。 

事業に要する費

用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

104,760

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

4,930

基金 国（Ａ） (千円)

23,280

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

11,640

民 (千円)

18,350

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

34,920

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

69,840

備考（注３） 



26 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関す

る事業 

事業名 【No.４（医療分）】 

患者口腔管理推進事業 

【総事業費】

1,028 千円

事業の対象とな

る医療介護総合

確保区域 

南薩，曽於，肝属 

事業の実施主体 県（県民健康プラザ鹿屋医療センター，県立薩南病院） 

事業の期間 平成 28 年４月１日～平成 29 年３月 31 日 

背 景 に あ る 医

療・介護ニーズ 

がん治療には高い頻度で様々な口腔合併症が発症するため，がん患者等

に対する口腔ケア等を実施し，患者の口腔機能の維持・改善による全身

状態の改善や誤嚥性肺炎等の予防を図る。 

アウトカム指標：平均在院日数の短縮 

病院名 H27実績 H28目標 

鹿屋医療センター 11.8日 11.7日 

薩南病院 14.3日 13.9日 

事業の内容 地域医療支援病院やがん診療連携拠点病院等となっている県立病院に

おいて，歯科衛生士の派遣を受け，がん患者等に対する口腔ケア等を実

施する。

１ 入院・外来患者への口腔ケアの実施

地域の歯科医師会等から歯科衛生士の派遣を受け，脳卒中やがん等

の入院・外来患者に対して，本人の了解を得た上で，週１回程度の口

腔ケアを実施する。

２ 退院時支援の実施

退院時の口腔ケアの指導や歯科診療所の紹介等を行う。 

アウトプット指

標 

週１回程度の口腔ケア等の実施（各病院年間52回）

アウトカムとア

ウトプットの関

連 

口内環境や嚥下機能を改善するための口腔ケア等の実施により，全身状

態の改善や誤嚥性肺炎等の予防を図ることで在院日数の短縮が図られ

る。 

事業に要する費

用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

1,028

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

342

基金 国（Ａ） (千円)

342

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

172

民 (千円)

計（Ａ＋Ｂ） (千円) うち受託事業等
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514 （再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

514

備考（注３） 
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事業の区分 １．地域の医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関

する事業 

事業名 【No.５（医療分）】 

入院患者口腔ケア等推進体制整備事業 

【総事業費】

1,072 千円

事業の対象とな

る医療介護総合

確保区域 

南薩，姶良・伊佐 

事業の実施主体 独立行政法人国立病院機構指宿医療センター 

独立行政法人国立病院機構南九州病院 

事業の期間 平成 28 年８月 10 日～平成 29 年３月 31 日 

背 景 に あ る 医

療・介護ニーズ 

 口腔ケアの実施は，口腔疾患の予防，口腔機能の維持・回復，誤嚥性

肺炎などの全身状況と関係があり，がん治療においても，患者の歯科治

療や口腔ケアなどの口腔管理を行うことで，手術後の発熱や合併症の低

減及び在院日数の短縮などが図られる。 

アウトカム指標：事業実施主体におけるがん患者の平均在院日数を１日

短縮する。（H27 の平均在院日数については，現在調査中） 

事業の内容 地域の歯科医師会と協力・連携を図りながら，入院患者の口腔管理及

び歯科衛生士による口腔ケア，看護師等へ口腔ケア実技研修を実施。 

アウトプット指

標 

院内スタッフを対象とした口腔ケア実技等の研修会の実施：３回 

歯科衛生士による口腔管理患者数：年間 50 人 

アウトカムとア

ウトプットの関

連 

 研修会の実施及び入院患者に対する口腔ケア実施により，誤嚥性肺炎

や合併症を予防し，在院日数の短縮につながる。 

事業に要する費

用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

1,072

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

357

基金 国（Ａ） (千円)

357

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

179

民 (千円)

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

536

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

536

備考（注３） 
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事業の区分 １．地域の医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関

する事業 

事業名 【No.６（医療分）】 

 病床の機能分化・連携支援事業 

（地域医療構想推進事業） 

【総事業費】

463,232 千円

事業の対象とな

る医療介護総合

確保区域 

鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊毛，奄美 

事業の実施主体 医療機関，県 

事業の期間 平成 28 年８月 10 日～平成 30 年３月 31 日 

背 景 に あ る 医

療・介護ニーズ 

 急性期から回復期，在宅医療までの一連のサービスを各地域において

総合的に確保する。 

アウトカム指標：地域医療構想で定める必要病床数 

事業の内容 医療機関が行う病床の機能分化・連携を推進するための施設・設備の

整備費を助成する。 

アウトプット指

標 

 不足する病床機能（高度急性期及び回復期）へ転換する数（113 床）

アウトカムとア

ウトプットの関

連 

 不足する病床機能へ転換することにより，将来における病床の必要量

に近づく。 

事業に要する費

用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

463,232

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

159,249

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

79,625

民 (千円)

159,249

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

238,874

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

9,677

その他（Ｃ） (千円)

224,358

備考（注３） 平成 28 年度：197,400 千円 

平成 29 年度：41,474 千円
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事業の区分 １．地域の医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関

する事業 

事業名 【No.７（医療分）】 

 奄美地域高度急性期機能強化事業 

 （奄美ドクターヘリ運航に係る医療機器等整備事業）

【総事業費】

113,000 千円

事業の対象とな

る医療介護総合

確保区域 

奄美 

事業の実施主体 県 

事業の期間 平成 28 年４月１日～平成 29 年３月 31 日 

背 景 に あ る 医

療・介護ニーズ 

 平成 27 年度病床機能報告において奄美区域の高度急性期の病床数は

10 床なのに対し，2025 年の奄美地域における高度急性期の必要病床数

は 68 床となっており，高度急性期の病床が不足する見込み。 

アウトカム指標：地域医療構想上整備が必要な奄美地域の高度急性期機

能の病床を 2025 年度までに 68 床整備する。 

事業の内容 奄美地域における救急医療の拠点となる県立大島病院において医療

機器等を整備し，高度急性期の救急患者搬送体制を整えることで，奄美

区域において不足する高度急性期機能病床の整備を促進する。 

アウトプット指

標 

 奄美地域における救急搬送件数の増加

（参考 H27 年度：290 件，H26 年度：298 件，H25 年度：293 件） 

アウトカムとア

ウトプットの関

連 

 奄美ドクターヘリの運航により，奄美地域外に搬送されていた救急患

者が奄美地域内に搬送されることで，奄美地域の地域医療構想達成に向

けて必要とされる高度急性期機能病床の整備の促進につながる。 

事業に要する費

用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

113,000

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

75,333

基金 国（Ａ） (千円)

75,333

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

37,667

民 (千円)

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

113,000

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.８（医療分）】 

垂水市地域包括ケアセンター整備事業 

【総事業費】

97,072 千円

事業の対象とな

る医療介護総合

確保区域 

肝属 

事業の実施主体 垂水市 

事業の期間 平成 28 年４月１日～平成 29 年３月 31 日 

背 景 に あ る 医

療・介護ニーズ 

 在宅での療養生活を維持するためには，多職種での連携が必要とな

り，多職種を対象とした研修の実施が求められている。 

アウトカム指標：地域の医療・介護関係者等による多職種が連携した 

        退院前カンファレンスの実施件数の増加。（実施件数

については，診療報酬の項目を利用し実績を計上するが，H27 年度実績

については，現在集計中。） 

事業の内容 多職種連携による在宅医療を学ぶ独自研修プログラムの開発・提供を

目的とした，広域的な研修を実施可能とする拠点を整備する。 

アウトプット指

標 

 施設整備数：１か所 

アウトカムとア

ウトプットの関

連 

施設整備により県内全域の多職種を対象とした研修が実施可能。それ

により，それぞれの職種において多職種連携による医療・介護連携の推

進が進むことが考えられ，多職種連携によるアウトカム指標の増加が期

待される。 

事業に要する費

用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

97,072

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

6,666

基金 国（Ａ） (千円)

6,666

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

3,334

民 (千円)

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

10,000

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

87,072

備考（注３） 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.９（医療分）】 

摂食嚥下機能診断機材整備事業 

【総事業費】

10,006 千円

事業の対象とな

る医療介護総合

確保区域 

鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，肝属，曽於，熊毛，奄美 

事業の実施主体 公益社団法人鹿児島県歯科医師会 

事業の期間 平成 28 年８月 10 日～平成 29 年３月 31 日 

背 景 に あ る 医

療・介護ニーズ 

 本県は高齢化の進展に伴い，要介護者の増加及び寝たきりの要因とな

った脳卒中等の疾患による麻痺等による摂食嚥下機能低下を有する者

も増加すると予測される。 

アウトカム指標： 機材整備後の診断件数（H28 年度：60 人） 

事業の内容 県が鹿児島県歯科医師会に委託して実施する在宅歯科医療人材育成

研修会の受講者（歯科医師）を対象に実施する，嚥下内視鏡操作及び診

断技術を習得する研修会の開催に要する経費を助成する。

また，嚥下機能診断を行うための嚥下内視鏡の整備に要する経費を助

成する。 

アウトプット指

標 

事業検討会の実施：２回

歯科医師を対象とした研修会の実施：３回

嚥下内視鏡整備：７カ所 

アウトカムとア

ウトプットの関

連 

嚥下機能診断を実施できる体制を整備し，施設，在宅における，嚥下困

難疑いの者の誤嚥を防ぐために，摂食嚥下の診断件数の増加を図る。 

事業に要する費

用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

10,006

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

3,335

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

1,668

民 (千円)

3,335

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

5,003

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

5,003

備考（注３） 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.10（医療分）】 

地域の障害者等歯科医療充実事業 

【総事業費】

 7,686 千円

事業の対象とな

る医療介護総合

確保区域 

鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊毛，奄美 

事業の実施主体 歯科医療機関 

事業の期間 平成 28 年４月１日～平成 29 年３月 31 日 

背 景 に あ る 医

療・介護ニーズ 

地域（鹿児島県の医療圏単位）における障害者歯科医療を担う拠点的歯

科医療機関の整備を図る必要がある。  

アウトカム指標：障害者歯科医療を実施する歯科医療機関の増加数（７

医療機関） 

事業の内容 障害者の歯科口腔疾患の重症化予防や地方における在宅歯科医療を

推進するため，障害者歯科に専門性を有する拠点的な歯科医療機関を地

域に整備する。 

アウトプット指

標 

２次医療圏ごとに１～２の歯科医療機関に対し，障害者歯科に必要な器

具等を整備する。 

アウトカムとア

ウトプットの関

連 

障害者歯科に必要な器具等を整備することで，障害者が地域で定期的歯

科診療，歯科口腔疾患の治療予防処置や口腔ケアを受けることができる

歯科医療機関の増加につながる。 

事業に要する費

用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

7,686

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

2,562

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

1,281

民 (千円)

2,562

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

3,843

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

3,843

備考（注３） 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.11（医療分）】 

指宿・頴娃・喜入地区多職種協議会開催事業 

【総事業費】

1,836 千円

事業の対象とな

る医療介護総合

確保区域 

南薩 

事業の実施主体 独立行政法人国立病院機構指宿医療センター 

事業の期間 平成 28 年４月１日～平成 29 年３月 31 日 

背 景 に あ る 医

療・介護ニーズ 

 多職種連携による，病院・介護施設等間での連携不足解消や合併症を

有する患者への最適な医療・介護サービスの提供が求められている。 

アウトカム指標：地域の医療・介護関係者等による多職種が連携した退

院前カンファレンスの実施件数の増加。（診療報酬の項目を利用し実績

を計上する。） 

＜Ｈ２７年度実績＞ 

・ 退院時共同指導料２：１件 

・ 介護支援連携指導料：１１２件 

・ 退院支援加算１  ：４１６件 

事業の内容 在宅での療養生活の支援及び地域包括ケアシステムの構築を目的に

設置する多職種協議会に係る経費を助成する。

平成２８年度：医師，歯科医師，薬剤師，医療連携室職員を含めた多

職種協議会の開催

・開催回数４回，参加人数１３５人

・参加団体

介護関係５団体，医療関係１８団体，行政３団体

平成２９年度：多職種協議会による問題症例検討の定期開催

・開催回数４回，参加人数１３５人

・参加団体

介護関係５団体，医療関係１８団体，行政３団体 

アウトプット指

標 

・ 圏域内の行政及び関係者による在宅医療・介護連携の推進体制の検

討会の開催：１回

・ 圏域内の困難事例に対応するための検討会の開催：４回

・ 圏域内の関係者のスキル向上を目指す研修会の開催：３回 

アウトカムとア

ウトプットの関

連 

医療・介護関係者による事例検討会や研修会の開催により，顔の見える

関係づくりやスキル向上が図られるため，アウトカム指標の向上が見込

まれる。 

事業に要する費

用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

1,836

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

612

基金 国（Ａ） (千円)

612

都道府県 (千円) 民 (千円)



35 

（Ｂ） 306

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

918

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

918

備考（注３） 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.12（医療分）】 

精神救急医療地域支援体制強化事業 

【総事業費】

1,822 千円

事業の対象とな

る医療介護総合

確保区域 

鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良，伊佐，曽於，肝属，熊毛，奄美 

事業の実施主体 県（精神科病院に委託） 

事業の期間 平成 28 年４月１日～平成 29 年３月 31 日 

背 景 に あ る 医

療・介護ニーズ 

 これまでの精神科救急医療体制は，日祝年末年始の９時から 24 時の

運用であり，休日・夜間の専門的な相談窓口がなかったことから，精神

疾患に起因する重大行為の未然防止及び良質な医療を提供するため，24

時間・365 日対応の精神科救急医療体制の整備が必要。 

アウトカム指標：自殺死亡率(人口 10 万対)の減：21.0 以下 

事業の内容 在宅の精神障害者が安心して地域生活を維持できるよう，緊急時にお

ける適切な医療及び保護の機会を確保するため，１次基幹病院（精神科

救急地域拠点病院）を指定し，処遇困難等により当番病院で対応困難な

患者の受入や平日夜間等の診療を行える体制を構築する。 

アウトプット指

標 

・１次基幹病院（精神科救急地域拠点病院）診療見込み件数：年 36 件程度 

アウトカムとア

ウトプットの関

連 

24 時間・365 日対応の精神科救急医療体制を整備し，各精神科救急医療

圏における診療応需体制を強化することで，自殺死亡率(人口 10 万対)

の減少を図る。 

事業に要する費

用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

1,822

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

1,214

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

608

民 (千円)

1,214

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

1,822

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

1,214

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.13（医療分）】 

離島歯科医療等体制充実事業 

【総事業費】

3,509 千円

事業の対象とな

る医療介護総合

確保区域 

鹿児島，熊毛 

事業の実施主体 県（鹿児島県歯科医師会に委託） 

事業の期間 平成 28 年４月１日～平成 29 年３月 31 日 

背 景 に あ る 医

療・介護ニーズ 

歯科診療所のない離島において，継続的な治療を要する診療（義歯の製

作・調整，重度のむし歯，歯周病の治療等）に対応するため，歯科医療

提供体制の更なる充実が必要。 

アウトカム指標：歯科巡回診療における歯科検診・歯科治療の受診率 

（平成 28 年度目標値：32.2％，平成 26 年度現状値：25.1％） 

（対象地区：三島村・十島村・屋久島町口永良部島） 

事業の内容 継続的な治療を要する診療に対応するため，従来の「歯科巡回診療事

業」に診療回数を追加するとともに，歯科診療を安全かつ効率的に実施

するため診療用簡易電動椅子を導入する。（平成28年度は２地区で各２

回巡回診療の追加実施を予定） 

アウトプット指

標 

 巡回診療の実施回数の増（２４回→２８回） 

アウトカムとア

ウトプットの関

連 

巡回診療の実施回数の追加により，歯科医療提供体制を充実させること

で，歯科検診・歯科治療の受診率の増加を図る。 

事業に要する費

用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

3,509

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

2,339

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

1,170

民 (千円)

2,339

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

3,509

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

2,339

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 



38 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.14（医療分）】 

在宅介護に係る薬剤等の円滑供給のための検討・整

備事業 

【総事業費】

3,186 千円

事業の対象とな

る医療介護総合

確保区域 

鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊毛，奄美 

事業の実施主体 公益社団法人鹿児島県薬剤師会 

事業の期間 平成 28 年８月 10 日～平成 29 年３月 31 日 

背 景 に あ る 医

療・介護ニーズ 

 在宅医療を推進するため，在宅療養患者に使用する衛生・医療材料や

医療用麻薬を円滑に供給できる体制整備が必要である。 

アウトカム指標： 全ての地域薬剤師会（14 地区）において，関係者と

協議した上で，薬局が在庫する衛生・医療材料や医療用麻薬の規格等の

統一化を図るとともに，各地域薬剤師会（14 地区）において衛生・医療

材料の供給拠点となる薬局を選定する。 

・「衛生・医療材料の供給拠点となる薬局数（14 箇所）」 

事業の内容 在宅医療の推進を図るため，地域ごとに衛生・医療材料，医療用麻薬

の供給体制や品目・規格等のニーズを把握し，在宅医療を受ける患者に

円滑に供給する体制の整備に向けた検討会及び調査に要する費用を助

成する。 

アウトプット指

標 

14 地区における多職種情報交換会の開催

アウトカムとア

ウトプットの関

連 

各地域において，多職種との情報交換会を行うことにより，各地域で

備蓄すべき衛生・医療材料を決定し，全ての地域薬剤師会（14 地区）に

おいて供給拠点となる薬局を選定する。 

事業に要する費

用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

3,186

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

1,062

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

531

民 (千円)

1,062

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

1,593

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

1,593

備考（注３） 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.15（医療分）】 

地域医療支援センター設置事業 

【総事業費】

22,265 千円

事業の対象とな

る医療介護総合

確保区域 

鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊毛，奄美 

事業の実施主体 県（一部県，他は鹿児島大学病院へ委託） 

事業の期間 平成 28 年４月１日～平成 29 年３月 31 日 

背 景 に あ る 医

療・介護ニーズ 

離島・へき地をはじめとした地域的な医師の偏在や小児科，産科等の

特定診療科における医師不足に加え，臨床研修医の県外流出等により地

域の拠点病院においても医師不足が顕在化するなど，医師の確保は喫緊

の課題となっている。 

アウトカム指標：医師確保に関する目標（県保健医療計画） 

・現状値：平成 26 年度医師数 ４，３００人 

・目標値：平成 29 年度医師数 ４，４６１人 

事業の内容 鹿児島大学病院に設置されている地域医療支援センターにおいて，医

師派遣の要請に係る調整や，医師のキャリア形成支援等の推進を図る。

・ 医師不足状況等の把握，分析 

・ 地域医療支援方策等に基づく医師派遣の調整 

・ 医師のキャリア形成支援 

アウトプット指

標 

医師不足状況等の把握，分析及び地域医療支援方策等に基づく医師派

遣の調整（26 名），医師のキャリア形成支援（50 回）を随時行う。 

アウトカムとア

ウトプットの関

連 

医師不足状況等の把握，分析及び地域医療支援方策等に基づく医師派

遣の調整，医師のキャリア形成支援の実施により，県内の医師の確保を

図る。 

事業に要する費

用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

22,265

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

14,843

基金 国（Ａ） (千円)

14,843

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

7,422

民 (千円)

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

22,265

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.16（医療分）】 

緊急医師確保対策事業 

【総事業費】

213,175 千円

事業の対象とな

る医療介護総合

確保区域 

鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊毛，奄美 

事業の実施主体 県 

事業の期間 平成 28 年４月１日～平成 29 年３月 31 日 

背 景 に あ る 医

療・介護ニーズ 

 離島・へき地をはじめとした地域的な医師の偏在や小児科，産科等の

特定診療科における医師不足に加え，臨床研修医の県外流出等により地

域の拠点病院においても医師不足が顕在化するなど，医師の確保は喫緊

の課題となっている。 

アウトカム指標：医師確保に関する目標（県保健医療計画） 

・現状値：平成 26 年度医師数 ４，３００人 

・目標値：平成 29 年度医師数 ４，４６１人 

事業の内容 ・ 大学卒業後，県内のへき地医療機関等に勤務しようとする鹿児島大

学医学生に対する修学資金の貸与

・ 地域枠修学生を対象とする，へき地，国保診療所，離島所在公立病

院等における研修の実施 

・ 県ホームページや県広報媒体等の有効活用，本県での就業を希望す

る医師へのアプローチなど，多様な方法による積極的な医師募集活動

による県外在住医師等のＵ・Ｉ・Ｊターンの促進 

・ 現在離職中の女性医師の再就業を支援するための復職に向けた研修

の実施 

・ 県内の離島・へき地の医療機関等での勤務を希望する医師の現地視

察の実施

・ 県内の基幹型臨床研修病院間の連携強化を図り，初期臨床研修医確

保対策を推進することを目的とした「鹿児島県初期臨床研修連絡協議

会」の運営費の一部負担

・ 小児科，産科（産婦人科），麻酔科，救急科，総合診療科において，

初期臨床研修後，引き続き各学会の指定（認定）病院等で専門医とな

ることを目指して研修を受ける者に対する研修奨励金の支給 

アウトプット指

標 

・修学資金貸与（平成 28 年度貸与金額：190,570 千円）

・医師修学資金貸与者の離島・へき地医療実習等の実施（14 コース）

・ドクターバンクかごしまを介し，県外在住医師に対する U･I･J ター

ンの促進等を行い，医師の斡旋等の実施

・女性医師復職研修の実施（３人）

・県外在住医師等に対する離島・へき地視察支援（３回）
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・初期臨床研修医採用者数の増（H28 年：93 人→H29 年：105 人）

・専門医等養成支援（研修奨励金支給）（30 人） 

アウトカムとア

ウトプットの関

連 

修学資金貸与，医師修学資金貸与者の離島・へき地医療実習等の実施

により，県内の医師の確保を図る。 

事業に要する費

用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

213,175

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

7,680

基金 国（Ａ） (千円)

142,116

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

71,059

民 (千円)

134,436

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

213,175

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

1,200

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.17（医療分）】 

医師勤務環境改善等事業 

【総事業費】

150,000 千円

事業の対象とな

る医療介護総合

確保区域 

鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊毛，奄美 

事業の実施主体 県 

事業の期間 平成 28 年８月 10 日～平成 29 年３月 31 日 

背 景 に あ る 医

療・介護ニーズ 

医師不足の一因である勤務医の過重な負担を軽減するため，勤務環境の改

善に取り組むとともに，特に業務負担の多い勤務医等に対する支援を行う

ことが必要。  

アウトカム指標：医師確保に関する目標（県保健医療計画） 

・現状値：平成 26 年度医師数 ４，３００人 

・目標値：平成 29 年度医師数 ４，４６１人 

事業の内容 医師不足の一因である勤務医の過重な負担を軽減するため，勤務環境の

改善に取り組むとともに，特に業務負担の多い勤務医等に対する支援を行

う。

○産科医等確保支援事業

 分娩を取り扱う病院，診療所及び助産所及び産科・産婦人科医師が減少

する現状に鑑み，地域でお産を支える産科医等に対し分娩取扱機関が分娩

手当を支給する場合に，その費用の一部を補助することにより，産科医療

機関及び産科医等の確保を図る。

○新生児医療担当医確保支援事業

過酷な勤務状況にある新生児医療担当医の処遇を改善するため，出産後 N
ICU に入る新生児を担当する医師に対して手当を支給する場合に，その費

用の一部を補助することにより，医師の確保を図る。  

アウトプット指

標 

・産科医等確保支援事業

 分娩手当の支給に対する補助：26,941 千円

・新生児医療担当医確保支援事業

NICU に入る新生児を担当する医師への手当に対する補助：1,440 千円 

アウトカムとア

ウトプットの関

連 

産科医等確保支援事業等の実施により，県内の医師の確保を図る。 

事業に要する費

用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

150,000

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円)

1,400

基金 国（Ａ） (千円)

 18,920

都道府県 (千円) 民 (千円)
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（Ｂ） 9,461 17,520

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

28,381

うち受託事業等（再

掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

121,619

備考（注３） 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.18（医療分）】 

新人看護職員卒後研修事業 

【総事業費】

66,041 千円

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊毛，奄美 

事業の実施主

体 

県（一部鹿児島県看護協会に委託） 

事業の期間 平成 28 年４月１日～平成 29 年３月 31 日 

背景にある医

療・介護ニー

ズ 

 看護職員の研修が努力義務化され，早期離職防止や医療安全の観点から

も基礎教育との連携の上での現任教育体制の整備が必要である。 

アウトカム指標：新卒看護師の離職率の低下：基準年（H23）6.9%より低

下 

事業の内容 卒後研修体制を整備することにより，新人看護師等の不安解消，離職防

止を図るとともに，質の高い看護の提供により，医療安全の確保に資する。

(1) 教育指導者研修事業（イ，ウは鹿児島県看護協会に委託）

ア 卒後研修検討会（委員構成１２名）

イ 教育担当者研修会 ３日間研修（定員 120 人）

ウ 実地指導者研修会 ３日間研修（定員 120 人×２回）

(2) 多施設合同研修事業（鹿児島県看護協会に委託）

基本的臨床実践能力を獲得するための研修

(3) 新人看護職員卒後研修事業

ア 新人看護職員研修補助事業

教育責任者の配置や新人看護職員数に応じた教育担当者の配置に

必要な経費等を支援。

イ 医療機関受入研修事業

地域の中核的な医療機関に対し，受け入れ新人看護職員数に応じた

必要経費等を支援。   

アウトプット

指標 

・卒後研修検討会  ２回（委員 12 名） 

・教育担当者研修会 １回（120 人）

・実地指導者研修会 ２回（240 人）

・多施設合同研修会 １回

・新人看護職員研修補助事業を実施した医療機関数（49 医療機関）

・受入研修を実施した医療機関数(5 医療機関)
アウトカムと

アウトプット

の関連 

現任教育体制の整備され，新卒看護職員が安心して就労でき，安全な医療

の提供，早期離職率の減少が図れる。 

事業に要する 金額 総事業費 (千円) 基金充当額 公 (千円)
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費用の額 （Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 66,041 （国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

3,256

基金 国（Ａ） (千円)

18,292

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

9,147

民 (千円)

15,036

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

27,439

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

2,386

その他（Ｃ） (千円)

38,602

備考（注３） 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.19（医療分）】 

看護師等養成所運営費補助事業 

【総事業費】

1,641,663 千円

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域

鹿児島，川薩，出水，姶良・伊佐，奄美 

事業の実施主

体 

学校法人，社会福祉法人，医療法人，一般社団法人等 

事業の期間 平成 28 年４月１日～平成 29 年３月 31 日 

背景にある医

療・介護ニー

ズ 

 看護職員の就業場所は拡大し，看護職員が確保しにくい状況に対し，看

護職員の確保が必要。 

アウトカム指標：県内就業率（現状値：49.9％（H23），目標値：60％（H29））

事業の内容 看護師等養成所における教育内容の充実・向上を図るため，学校法人等

が設置する養成所の運営費等を助成する。   

アウトプット

指標 

 対象養成所数 １７校（２０課程）

 卒業者数 ９９４人 

アウトカムと

アウトプット

の関連 

 看護師等養成所の運営費等を助成し，円滑な養成所運営を図ることで，

質の高い看護職員を確実に継続的に養成することにより，看護職員の就業

者数の増加を図る。 

 さらに，看護師等養成所の卒業者の県内就業率に応じて，補助額の傾斜

配分を行うことで，県内就業促進を図る。 

事業に要する

費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

1,641,663

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円)

14,414

基金 国（Ａ） (千円)

203,669

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

101,835

民 (千円)

189,255

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

305,504

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

1,336,159

備考（注３）
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.20（医療分）】 

ナースセンター事業 

【総事業費】 

1,900 千円

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊毛，奄美 

事業の実施主

体 

県（鹿児島県看護協会に委託） 

事業の期間 平成 28 年４月１日～平成 29 年３月 31 日 

背景にある医

療・介護ニーズ

 看護職員の就業場所は拡大し，看護職員が確保しにくい状況に対し，

看護職員の確保が必要。 

アウトカム指標：セミナー受講者の 

ナースバンク登録率（現状値：22.2％（H27），目標値：100％）

就業率（現状値：22.2％(H27)，目標値：50％） 

事業の内容 就業していない看護職員，又は再就職して１年未満の看護職員を対象

に最近の看護技術等の講義，演習及び実習を行う再就業支援セミナーを

実施する。 

アウトプット

指標 

 セミナー回数 ２回，セミナー受講者数 ２０人 

アウトカムと

アウトプット

の関連 

再就業支援セミナーを実施し，再就業をしやすくすることにより，看護

職員の就業者数の増加を図る。 

事業に要する

費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

1,900

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

1,266

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

634

民 (千円)

1,266

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

1,900

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

1,266

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.21（医療分）】 

医療勤務環境改善支援センター運営事業 

【総事業費】

1,416 千円

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊毛，奄美 

事業の実施主

体 

県（委託予定） 

事業の期間 平成 28 年 11 月１日～平成 29 年３月 31 日 

背景にある医

療・介護ニーズ

 医療従事者の確保を図るため，「医療従事者の離職防止・定着対策」を

講ずる必要があることから，平成 26 年の医療法改正により，医療機関の

管理者の取組と併せて，都道府県は医療従事者の勤務環境の改善に関す

る相談に応じ，必要な情報の提供，助言を行うことなどが定められた。

（努力義務）  

アウトカム指標：相談件数の増加（月３件程度）  

事業の内容 医療機関等が勤務環境改善に取り組むに当たり，労務管理面・医業経

営面から専門家による指導・助言を行う医療勤務環境改善支援センター

を運営する。 

アウトプット

指標 

 センターについて広く周知説明を行う。（３回程度） 

アウトカムと

アウトプット

の関連 

ホームページでの情報発信等でセンターについて広く周知することに

より，勤務環境改善に関する相談の増加を図る。  

事業に要する

費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

1,416

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

944  

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

472

民 (千円)

944

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

1,416

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

944

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.22（医療分）】 

病院内保育所運営費補助事業 

【総事業費】

717,551 千円

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊毛，奄美 

事業の実施主

体 

社会福祉法人，医療法人，一般社団法人等 

事業の期間 平成 28 年４月１日～平成 29 年３月 31 日 

背景にある医

療・介護ニーズ

 病院及び診療所に従事する職員で女性職員の割合が多い看護職員の

退職理由は，出産，育児，結婚が多いことから，離職防止を促進するた

めの支援が必要。 

アウトカム指標：看護職員の離職率の低下：基準年（H23）10.9％より

低下  

事業の内容 病院内に保育施設を有する施設に対し，保育所の運営に要する経費

（保育士等の人件費）を助成する。 

アウトプット

指標 

 補助対象施設数 ４０カ所

 利用看護職員数 ３１５人 

アウトカムと

アウトプット

の関連 

 病院内保育所の運営に要する経費を助成することにより，看護職員の

離職率の減少を図る。 

事業に要する

費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

717,551

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円)

2,975

基金 国（Ａ） (千円)

51,808  

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

25,904

民 (千円)

48,833

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

77,712

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

639,839

備考（注３） 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.23（医療分）】 

小児救急電話相談事業 

【総事業費】

20,141 千円

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊毛，奄美 

事業の実施主

体 

県（鹿児島県医師会，民間業者に委託） 

事業の期間 平成 28 年４月１日～平成 29 年３月 31 日 

背景にある医

療・介護ニーズ

 夜間における小児科への患者集中の緩和や，保護者等の不安の軽減を

図るため，小児救急電話相談事業を実施する必要がある。 

アウトカム指標：不要不急の医療機関受診を抑制した件数 4,400 件／年

事業の内容 地域の小児救急医療体制の強化と小児科医の負担を軽減するため，県

内全域を対象とした小児患者に関する電話相談事業を鹿児島県医師会等

への業務委託により実施する。 

アウトプット

指標 

 相談件数 5,100 件／年 

アウトカムと

アウトプット

の関連 

 小児救急電話相談事業の実施により，夜間における小児科への患者集

中が緩和及び保護者の不安軽減を図る。 

事業に要する

費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

20,141

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

13,427

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

6,714

民 (千円)

13,427

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

20,141  

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

13,427

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.24（医療分）】 

かごしま救急医療遠隔画像診断センター運営事業 

【総事業費】

5,379 千円

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊毛，奄美 

事業の実施主

体 

鹿児島県医師会 

事業の期間 平成 28 年４月１日～平成 29 年３月 31 日 

背景にある医

療・介護ニーズ

 放射線科医は県全体では 84 人（人口 10 万人対 5.0 人）と全国（4.9

人）よりも多いものの，鹿児島を除く他の二次医療圏では全て全国平均

以下であり，とりわけ島しょ部で大きく下回っていることが課題である。

アウトカム指標：読影依頼件数 950 件／月 

事業の内容 限られた人数の医師で救急医療などに対応している離島・へき地の医

療機関について，医師の勤務環境改善，放射線科医不足の補完，救急医

療体制の充実・強化を図るため， 24 時間 CT 画像等の遠隔診断を行う「か

ごしま救急医療遠隔画像診断センター」の運営に必要な経費を助成する。

アウトプット

指標 

 補助対象施設数 １カ所 

アウトカムと

アウトプット

の関連 

 かごしま救急医療遠隔画像診断センターに対し補助を実施し，読影依

頼件数が増加することにより，医師の勤務環境改善及び放射線科医不在

地域等の条件不利地域の県民の負担軽減に繋がる。 

事業に要する

費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

5,379

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

3,586

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

1,793

民 (千円)

3,586

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

5,379  

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 
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（事業区分３：介護施設等の整備に関する事業）

 (1) 事業の内容等 

都道府県 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【No.1（介護分）】

鹿児島県地域介護基盤整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

千円

事業の対象となる医

療介護総合確保区域

鹿児島，曽於，肝属 

事業の実施主体 社会福祉法人等 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介

護ニーズ 

高齢者が地域において，安心して生活できる，地域包括ケアシステム

体制の構築を図る。 

アウトカム指標：特養待機者６，５１４名（H27.6.1 時点）の解消を図

る。 

事業の内容 

①  地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

 認知症対応型デイサービスセンター    ８カ所 

②  介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修に対して支

援を行う。 

特別養護老人ホーム等        ２カ所 

アウトプット指標 地域包括ケアシステムの構築に向けて，地域密着型サービス施設等の

整備等を支援することにより，地域の実情に応じた介護サービス提供体

制の整備を促進する。

・地域密着型特別養護老人ホーム    ９８９床 → １，１０５床

・介護老人保健施設        ６，３２３床 → ６，３５３床

・認知症高齢者グループホーム   ５，６１６人 → ５，８９７人

 ※上記目標は２６年度末から２９年度末の３カ年のもの 

アウトカムとアウト

プットの関連 

地域密着型サービス施設等の整備を行うことにより，特別養護老人ホ

ームの待機者の解消が図られ，地域包括ケアシステム体制の整備が促進

される。 

事業に要す

る費用の額
事業内容 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

（注１）

基金 その他 
（Ｃ） 
（注２）

国（Ａ） 都道府県（Ｂ）
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①地域密着型サービ

ス施設等の整備 

(千円) (千円)

60,266

(千円)

30,134

(千円)

②施設等の開設・設置

に必要な準備経費 

(千円) (千円) (千円) (千円)

③介護保険施設等の

整備に必要な定期借

地権設定のための一

時金 

(千円) (千円) (千円) (千円)

④介護サービスの改

善を図るための既存

施設等の改修 

(千円) (千円)

19,734

(千円)

9,866

(千円)

金額 
総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

基金充当額 

（国費）にお

ける公民の別 
（注３） 

（注４） 

公 

(千円)

基
金

国（Ａ）
(千円)

80,000

都道府県（Ｂ）
(千円)

40,000

民 うち受託事業等

（再掲）

(千円) 

80,000
計（Ａ＋Ｂ）

(千円)

120,000

その他（Ｃ）
(千円)

備考（注５） H28 事業執行分    0 千円（国費：   0 千円，県費：     0 千円） 

H29 事業執行分 120,000 千円（国費：80,000 千円，県費：40,000 千円） 

（注１）事業者が未定等のため、総事業費が不明の場合は、記載を要しない。 

（注２）事業者が未定で、事業者負担額が不明の場合は、記載を要しない。

（注３）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。

（注４）指定管理者制度の活用など設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当 

   額（国費）における公民の別としては、「公」に計上するものとする。

（注５）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載

   すること。



55 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

 （小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進 

事業 

事業名 【No.２】介護実習・普及センター運営事業 【総事業費】

10,000 千円

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊毛，奄美 

事業の実施

主体 

鹿児島県（鹿児島県社会福祉協議会へ委託） 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

県民への介護知識，介護技術の普及を図るとともに，介護従事者の資質向

上を支援する。 

アウトカム指標：介護に関する情報収集・提供，介護知識・技術の普及の

ための各種介護講座・研修の開催及び福祉用具普及のための展示・紹介を

する。 

事業の内容 高齢者介護の講座等を通じて，県民への介護知識，介護技術の普及を図る

とともに福祉用具機器の展示を行う。また，介護職員等を対象としたスキ

ルアップの研修等を実施して介護従事者の資質向上を支援する。 

アウトプッ

ト指標 

一般県民を対象とした各種テーマによる介護講座や体験教室を県内各地で

開催するとともに，福祉用具・モデルハウスの常設展示や相談、情報提供

等を行う。また，介護専門職を対象とした各種研修を行う。 

アウトカム

とアウトプ

ットの関連 

介護の実習や福祉用具等の展示・相談を通じて，県民への介護知識・技

術及び福祉用具等の普及を図る。 

事業に要す

る費用の額 

金

額 

総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 10,000(千円) 基金充当額

（国費）

における

公民の別

（注１） 

公 (千円) 

基
金

国（Ａ） 6,666(千円) 民 6,666(千円)
都道府県（Ｂ） 3,334 千円) うち受託事業等

（再掲）（注２） 

6,666(千円)計（Ａ＋Ｂ） 10,000(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３） Ｈ29 年度:10,000 千円  


